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解答例：問題 3, 4, 5-A, 5-B 

出題意図：問題 1-A, 1-B, 2, 6, 7 
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問題 1-B 

本問は標準的な最適成長モデルで、最適化問題をセットアップして、最適条件を導いて

適切な経済学的解釈を与えることができるかを問うものである。 
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問題 2 

（1）の各概念の説明は以下の諸点に関連していればよい。

(a)労働力の価値

・労働力とは、人間が有する肉体的・精神的能力の総体である。

・労働力の価値は、一般の商品と同じように、その生産に社会的に必要な労働時間によ

って規定される。 

・労働力は、労働者自身の再生産、または維持によって生産される。労働者は、自己を

維持するのに、一定分量の生活手段を必要とするから、労働力の価値は、労働者の維持

に必要な一定分量の生活手段の価値によって規定される。 

(b)剰余価値

・労働力商品の使用、すなわち、労働が生み出す価値のうち、労働力の価値を上回る超

過部分。 

(c)資本の有機的構成

・資本の技術的構成を反映した価値構成。

・資本の技術的構成は、生産手段の総量と労働の総量の割合のことである。

・資本の価値構成とは、不変資本と可変資本の価値の割合のことである。

(d)資本の本源的蓄積

・国家による介入と暴力を契機に、生産手段の収奪・集中を通じて、資本賃労働関係が

歴史的に形成される過程。 

（2）の説明は以下の諸点に関連していればよい。

・資本は G（貨幣）－W（商品）…P（生産過程）…W´－G´（G´＝G＋g〔剰余価値＝利

潤〕）という過程を繰り返して運動する。 

・このなかで生産手段と労働力への資本投下によって剰余価値を生産する資本を産業

資本という。 

・産業資本は W´－G´の実現が滞ると次の運動を開始できないので、産業資本が生み

出した商品の販売を専門的に担う資本を必要とする。これを商業資本という。 

・産業資本は、商業資本によって新たな運動を開始し、回転数の増加を通じてより多く

の利潤を獲得するので、利潤の一部を商業資本に分配する。 

・産業資本、商業資本は、運動の各局面で資金を必要とする。銀行は社会に散在する遊

休貨幣を集中して産業資本、商業資本に貸し付けることによって、それらが生み出す利

潤の一部を利子として取得する。このような資本を利子生み資本という。 
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問題３.

(a) 1. x ∈ S1 ∩ S2 とする。S1 は開集合なので、ある δ1 > 0が存在して、
|x − y| < δ1 ⇒ y ∈ S1となる。S2も開集合なので、ある δ2 > 0が存在し
て、|x − y| < δ2 ⇒ y ∈ S2となる。δ3 = min{δ1, δ2}とすると δ3 > 0で、
|x− y| < δ3 ⇒ y ∈ S1 かつ y ∈ S2なので、|x− y| < δ3 ⇒ y ∈ S1 ∩ S2とな
る。

2. Sn := (0, 1 + 1
n
)とし、x ∈ Snとする。δ :=

min{x,1+ 1
n
−x}

2
とすれば、δ > 0

で、|x − y| < δ ⇒ y ∈ Snとなる。よって、Snは開集合である。また、任
意の自然数 nについて、1 ∈ Snなので、1 ∈ ∩∞

n=1Snである。一方、任意の
δ > 0について、0 < 1

n
< δ

2
となる自然数 nが存在して、1 + δ

2
̸∈ Snとなる。

よって、任意の δ > 0について、|1− (1 + δ
2
)| = δ

2
< δ かつ 1 + δ

2
̸∈ ∩∞

n=1Sn

が成り立つことになる。したがって、∩∞
n=1Snは開集合ではない。

3. S := (0, 3
2
)とすると、g−1(S) = (0, 1]となる。任意の y ∈ S について、

δ :=
min{y, 3

2
−y}

2
とすると、δ > 0で、|y − y′| < y ⇒ y′ ∈ S となる。よっ

て、Sは開集合である。また、1 ∈ (0, 1]であるが、任意の δ′ > 0について、
|1− (1 + δ

2
)| = δ

2
< δかつ 1+ δ

2
̸∈ (0, 1]が成り立つ。よって、g−1(S) = (0, 1]

は開集合ではない。Sが開集合で g−1(S)が開集合ではないので、gは連続で
はない。

(b) 行列表示にすると

 2 −3 0
4 −6 1
1 10 0

 x
y
z

 =

 2
7
1

となる。クラメール

の公式から x =

∣∣∣∣∣∣∣∣∣
2 −3 0
7 −6 1
1 10 0

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
2 −3 0
4 −6 1
1 10 0

∣∣∣∣∣∣∣∣∣
= −23

−23
= 1となる。同様に、

y =

∣∣∣∣∣∣∣∣∣
2 2 0
4 7 1
1 1 0

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
2 −3 0
4 −6 1
1 10 0

∣∣∣∣∣∣∣∣∣
= 0

−23
= 0および z =

∣∣∣∣∣∣∣∣∣
2 −3 2
4 −6 7
1 10 1

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
2 −3 0
4 −6 1
1 10 0

∣∣∣∣∣∣∣∣∣
= −69

−23
= 3 を得る。
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問題 4

(1)E(n−1∑n
i=1 Zi) = E(Z1)であるから，チェビシェフの不等式より，任意の ε > 0に対して

P

(∣∣∣∣ 1n
n∑

i=1

Zi − E(Z1)
∣∣∣∣ ≥ ε

)
≤ 1

ε2 V
1
n

n∑
i=1

Zi

)
= V (Z1)

nε2 → 0, n → ∞

を得る．最後の 0への収束については，E(Z2
1 ) < ∞より V (Z1)が有限の値を取ることを用いた．

(2) (1)と同様にして，

P

(∣∣∣∣ 1n
n∑

i=1

(Zi + Z̃i)2 − E{(Z1 + Z̃1)2}
∣∣∣∣ ≥ ε

)
≤ 1

ε2 V
1
n

n∑
i=1

(Z1 + Z̃1)2

)
= V {(Z1 + Z̃1)2}

nε2

となるが，V {(Z1 + Z̃1)2} ≤ E{(Z1 + Z̃1)4} ≤ C max(E(Z4
1 ), E(Z̃4)) < ∞であるから，右辺は 0に収

束する．ここで，C はある定数である．

(3) E(Ti) = E{2(2Ai − 1)} = 4E(Ai) − 2 = 0, E(TiAi) = 4E(A2
i ) − 2E(Ai) = 1であるから，

E(TiYi | Xi) = E{Ti(Xiα + AiXiβ + εi) | Xi} = E(Ti)Xiα + E(TiAi)Xiβ + E(Ti)E(εi) = Xiβ.

(4) 定義より β̂は 1次のKKT条件
n∑

i=1

Xi(TiYi − Xiβ̂) = 0 (a)

を満たす．よって β̂ = 1
n

∑n
i=1 XiTiYi/

1
n

∑n
i=1 X2

i となる．このとき，大数の法則から 1
n

∑n
i=1 X2

i
P−→

E(X2
i ) = 1であり， 1

n

∑n
i=1 XiTiYi = 1

n

∑n
i=1 TiXi(Xiα+AiXiβ +εi)

P−→ E(T1X2
1 )α+E(T1X2

1 A1)β +
E(T1X1ε1) である．さらに，E(T1X2

1 ) = E(T1)E(X2
1 ) = 0, E(T1X2

1 A1) = E(T1A1)E(X2
1 ) = 1,

E(T1X1ε1) = 0であるから，β̂
P−→ β となる．

(5) 式 (a)より 0 =
∑n

i=1 Xi(Xiβ̂ − TiYi) =
∑n

i=1 Xi{Xiβ̂ − Ti(Xiα + AiXiβ + εi)} =
∑n

i=1 Xi{Xi(β̂ −
β) + Xiβ(1 − TiAi) − TiXiα − Tiεi} である．よって，

√
n(β̂ − β) = 1

1
n

∑n

i=1
X2

i

· 1√
n

∑n
i=1{X2

i (TiAi −

1)β + TiX
2
i α + TiXiεi} となる．いま， 1

n

∑n
i=1 X2

i
P−→ 1だから，スラツキーの定理と中心極限定理

により，√
n(β̂ − β)の漸近分散は V {X2

1 (T1A1 − 1)β + T1X2
1 α + T1X1ε1} = E{X4

1 (T1A1 − 1)2}β2 +
E(T 2

1 X4
1 )α2 + E(T 2

1 X2
1 ε2

1) + 2E{X4
1 (T1A1 − 1)T1}αβ = 3(β + 2α)2 + 4 となる．

(6) 定義より (α̃, β̃)は 1次の KKT条件
∑n

i=1 Xi(Yi − Xiα̃i − AiXiβ̃) = 0∑n
i=1 AiXi(Yi − Xiα̃i − AiXiβ̃) = 0

を満たす．これに Yi = Xiα + AiXiβ + εiを代入して整理すると，
√

n(α̃ − α)
√

n(β̃ − β)

)
=

1
n

∑n
i=1 X2

i
1
n

∑n
i=1 AiX

2
i

1
n

∑n
i=1 AiX

2
i

1
n

∑n
i=1 A2

i X2
i

)−1 1√
n

∑n
i=1 Xiεi

1√
n

∑n
i=1 AiXiεi

)
= 1 1/2

1/2 1/2

)−1 1√
n

∑n
i=1 Xiεi

1√
n

∑n
i=1 AiXiεi

)
+ oP (1)

を得る．したがって，√
n(β̃−β) = − 2√

n

∑n
i=1 Xiεi+ 4√

n

∑n
i=1 AiXiεi+oP (1) = 1√

n

∑n
i=1 TiXiεi+oP (1)

となり，その漸近分散は V (T1X1εi) = E(T 2
1 X2

1 ε2
1) = 4となる．(5)の結果と比較すると，β + 2α = 0

でない限り β̂ の漸近分散の方が β̃ よりも大きくなる．
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問題５－Ａ 

（１）固定為替相場制。拡張的な財政政策は為替レートに増価圧力をかける。固定為替

相場制のもとでは中央銀行が金融を緩和して為替相場を固定させるため、財政

政策の GDPを押し上げる効果が強められる。一方、変動相場制では為替レート

が増価して純輸出が減るため、GDPを押し上げる効果は弱められる。

（２）バラッサ・サミュエルソン効果とは、所得水準（あるいは貿易財部門の生産性）

と価格水準に関して観察される国ごとの正の相関関係である。先進国と途上国

の２か国を想定し、貿易財部門は先進国の方が生産性が高いが、非貿易財部門で

は生産性は両国とも同じと想定する。先進国では貿易財部門の生産性が高いた

め労働賃金が高くなり、非貿易の価格も高くなる。一方、途上国では貿易財部門

の生産性が低いため労働賃金が低く、非貿易財の価格も低くなる。貿易財の価格

は一物一価が成立するとすると、国全体の物価水準は非貿易財の価格によって

決まるため、先進国の方が国全体の物価水準が高くなる。

（３）カバー付き金利平価が成立している場合、以下の式が成り立つ。

𝑅 =
𝐹

𝑆
𝑅∗ ⇒ 𝐹 =

𝑅

𝑅∗
𝑆 =

1.01

1.03
122 = 119.63… 

（４）ドル建て対外資産は５０兆円で、ドル建て対外負債は４０兆円である。両方が２

０％増えると、ドル建て対外資産は６０兆円、ドル建て対外負債は４８兆円にな

る。したがって、ドル建ての対外純資産が１０兆円から１２兆円に増えるため、

日本の対外純資産全体は２兆円増える。

（５）相対的購買力平価が成立する場合、実質為替レートが一定なので、

𝑞 =
𝜀𝑡𝑃𝑡

∗

𝑃𝑡
=
𝜀𝑡−1𝑃𝑡−1

∗

𝑃𝑡−1
⇒

𝜀𝑡
𝜀𝑡−1

=
1 + 𝜋𝑡
1 + 𝜋𝑡

∗ =
1.01

1.05
= 0.9619… 

これは、日本円がアメリカドルに対しておよそ４％増価したことになる。 
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問題 6 

本問題は、歴史的事象を題材として労働力移動と経済との関連を論述する力を問うもの

である。特定の地域や国において、人口移動・労働力の供給変化・生産構造の変動など

がどのように経済に影響を及ぼしたのかを、具体的な歴史的事実に基づいて論じること

を期待している。 

評価のポイントは以下のとおりである。 

1. 具体的事例の提示

特定の地域・国を明示し、労働力移動の事例を具体的に取り上げられているか。

2. 論述の根拠となる歴史的事実の提示

抽象的な一般論ではなく、年代・制度・出来事などに裏付けられた具体的事実を示

しているか。また、その事実に間違いがないか。

3. 経済への影響

労働力移動が経済に及ぼした効果を多角的に捉えているか（生産・分配・市場・社

会構造の変化など）。

4. 論理的な構成力

労働力移動と経済的変化との因果関係を明確にし、論理的に文章を構成しているか。 

以上のポイントに加えて、他地域との比較や、短期的影響と長期的影響の区別、制度的

背景の分析を加えている場合には、より高く評価する。 
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問題 7 

（１）経済学史に関する通史的な理解を問う。価値論もしくは貨幣数量説について、

18 世紀から 20世紀前半までの理論的・思想的展開をまとめる。 

(a) 価値論：アダム・スミスから始め、D. リカード、カール・マルクスなどに至る労

働価値説について、それぞれの特徴について要約し、さらに、スミスとリカード、古

典派とマルクスの相違点についても論じる。さらに 19 世紀後半にいわゆる「限界革

命」が起こったことに言及し、ジェボンズ、ワルラス、メンガー等の諸理論について

も簡潔に解説したい。締めくくりとして、A. マーシャルや 20 世紀前半におけるその

他の経済学者の議論にも言及する。

(b) 貨幣数量説：どのような学説か、内容を文中で簡潔に言及しながら、歴史的な展

開を要約する。D. ヒュームなどを起点とし、古典派以後の見解についてまとめる。20

世紀の議論については、フィッシャーの交換方程式やケンブリッジ学派における議論

を含めたい（20世紀前半までを主な対象としているため、戦後の M. フリードマンら

新古典派の理論については論じる必要はない）。

（２）経済学史・経済思想史にかかわる人物の「教育」、「貧困」もしくは「技術進

歩」についての思想や理論について論じる。（１）と異なり、経済学史・経済思想史の

特定領域における理解を測る。 
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